介護保険サービス事業者等における事故発生時の報告取扱要領

１．目的

　この要領は、介護サービス提供により事故が発生した場合に事故の速やかな解決及び再発防止に資するため、サービス提供事業者から市町村へ報告すべき事項及び報告手順等についてその取扱いを定めたものである。

２．報告すべき事故の範囲

　各事業者は、次の（１）～（４）の場合、市町村へ報告を行うこととする。

（１）介護サービスの提供により利用者のケガ又は死亡事故が発生した場合

　　①介護サービスの提供には、送迎・通院等も含む。

②ケガの程度については、医療機関で治療、又は入院したものを原則とする。

③事業所側の責任や過失の有無は問わない。

(利用者の自己過失によるケガであっても、②に該当する場合は報告する)。
（２）感染症、食中毒及び結核が発生した場合

　　①感染症については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定めるもののうち、原則として１・２・３類とする。

②法律等に届出義務が定められているものについては、これに従うこと。

（３）職員（従業者）の法令違反・不祥事等が発生した場合

　　利用者の処遇に影響があるもの（例：利用者からの預り金の横領、送迎時の交通事故など）について報告する。
（４）その他、被害者数が多いもの、火災事故等による施設整備の相当程度の破損を伴うものなど、報告が必要と認められる事故が発生した場合（損害保険適用の有無は関係しません）

３．報告の手順

（１）事故発生後、各事業者は、速やかに家族、居宅介護支援事業所に連絡するとともに市町村へ電話又はＦＡＸで報告することとする（第一報）。

　　①第一報の内容は、別添「別記様式　介護サービス事故発生報告書」の項目に沿ったものとするが、全ての項目についてではなく、報告時点で判明している部分だけでもよい。

②市町村とは、（ア）被保険者の属する保険者と、（イ）事業所・施設が所在する保険者の両者とする。

※「速やかに」の期限については、最大限の努力をして可能な範囲とする。
	例えば、午後に事故が起こり、処置等のために数時間を要し、深夜になった場合には、翌朝早くに報告を行ったり、金曜日夕刻に事故が発生した場合には、土日の間にＦＡＸを入れておき、月曜日朝早くに電話確認を行うなど、社会通念に照らして最大限の努力をすることが必要。


（２）第一報後の経過については、適宜電話又はＦＡＸで報告する。

（３）事故処理の区切りがついたところで、文書で報告することとする。

　　　報告書の様式は、別添「別記様式　介護サービス事故発生報告書」を標準とする。

（４）感染症又は食中毒の場合には保健所にも報告することとする。

　　　（平成17年2月22日付け老発第０２２２００１号厚生労働省老健局長他４局長合同通知

　　　　「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」参照）

４．市町村の対応

（１）事故内容の把握

　　　報告を受けた市町村においては、事故に係る状況を把握するとともに、当該事業者の対応状況に応じて保険者として必要な指導等を行うものとする。

　　　この場合、当該被保険者の属する市町村が主たる対応を行うものとするが、必要に応じて、事業所の所在地たる市町村や県及び熊本県国民健康保険団体連合会など関係機関と連携を図るものとする。

（注）報告には利用者の個人情報が含まれるため、その取扱いに十分注意する。

◆平成17年2月22日付け老発第０２２２００１号厚生労働省老健局長他４局長合同通知抜粋

　　「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」
　　社会福祉施設等の施設長は～　市町村等の社会福祉施設等主幹部局に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症状、対応状況等を報告するとともに、併せて保健所に報告し、指示を求めるなどの措置を講ずること。
